
第１回 近海を操業区域とする中規模の漁船に関する資格制度の 

あり方に関する検討会 
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１． 開 会 

 

２． 議 題 

（１） 検討会の概要 
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① 海技資格制度の概要 

② 漁業種毎の操業実態 

③ 漁船の構造及び機関の現状 
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近海を操業区域とする中規模の漁船に関する資格制度のあり方に関する検討会 

 

検討会の概要 

  平成 30年６月 15日に閣議決定された規制改革実施計画の水産分野において、生

産性の向上に資する漁業許可制度等の見直しとして、「近海（100海里以内）を操業

する中規模（総トン数 20トン以上長さ 24メートル未満）の漁船の機関に関する業

務の内容について、国土交通省と水産庁が協力して実態を調査し、その結果及び今

後の技術の進展に係る調査の結果を踏まえて、安全運航の確保を前提に、必要とさ

れる海技資格の在り方について検討する。」こととされた。 

  これを受け、労・使・官・学の漁業関係者からなる「近海を操業区域とする中規

模漁船に関する資格制度のあり方に関する検討会」を立ち上げ、100 海里以内を操

業区域とする総トン数 20トン以上長さ 24メートル未満の漁船について、海技士の

業務実態、漁業種毎の操業実態、船舶の構造及び設備の現状を確認し、更に今後の

船舶機器の技術の進展に伴う機関業務について調査を実施し、資格制度の在り方と

して、どのような対応が図れるか検討を行うもの。 

 

 

 

【参考：規制改革実施計画（平成 30年６月 15日閣議決定（抜粋）】 

３．水産分野 

(4) 漁業の成長産業化と漁業者の所得向上に向けた担い手の確保や投資の充実

のための環境整備 

N0. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

4 生産性の向

上に資する

漁業許可制

度等の見直

し 

h 海技士制度について、以下の検討を進める。 

・近海（100海里以内）を操業する中規模（総

トン数20トン以上長さ24ｍ未満）の漁船の機関

に関する業務の内容について、国土交通省と水

産庁が協力して実態を調査し、その結果及び今

後の技術の進展に係る調査の結果を踏まえて、

安全運航の確保を前提に、必要とされる海技資

格の在り方について検討する。 

平成30年度

検討開始、

結論を得次

第速やかに

実施 

h:農林水産省 

国土交通省 

 

資料１ 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

近海を操業区域とする中規模の漁船に関する

海技資格制度の概要

平成30年10月23日

国土交通省海事局

資料２



漁船の海技資格制度

小型船舶操縦士※１

総トン数

20トン
未満

以上

長さ

24m未満 以上

海技士（航海士・機関士）※２

漁 船

※１：
沿海区域の境界線からその外側80海里以遠の水域を航行する場合には、航行時間が長くなりエンジントラブルが起こり
やすくなること、その際、船上メンテナンス等により復旧させることができなければ、救助は沿岸の場合よりも困難を伴うこ
とから、機関士の配乗が必要。

※２：
操業区域（航行区域）、総トン数に応じて、航海士を乗船。操業区域（航行区域）、機関出力に応じて、機関士を乗船。

１



総トン数20トン以上・長さ24m未満の漁船の運航業務内容

ブリッジ

＜船長（航海士）の業務＞

漁船を運航するために、気象・海象等に留意しつつ適切な見
張り・操船等を行うことで、安全を確保する。

船長（航海士）は、ブリッジにおいて見張り・操船を実施

・航海中の当直（見張り）業務
・操舵（操船）業務
・航海計器・計画の管理・整備業務

＜機関長（機関士）の業務＞

漁船を稼働させるための主機をはじめ、機関部の各種
機器の保守・修理を行い、安全を確保する。

・主機（メインエンジン）の保守・修理
・補機（船内の電源を供給する発電機、主機の稼働に
必要なポンプ、ボイラー等）の保守・修理
・操業のための補機（製氷機、巻上機等）の保守・修理

エンジンルーム

機関長（機関士）は、エンジンルームにおいて主機等の保守・修理を実施
２



総トン数20トン以上・長さ24m未満の機関士の作業内容
作業分類 具体的な作業内容 左記の作業を行わない場合、

起こりうること

・主機のメンテナンス ・始動（発航）前点検
・機関性能（油圧計、冷却水温度計、回転計等）の計測、確認（適宜）
・燃料・潤滑油量の計測、確認及び補給
・燃料油及び潤滑油ストレーナ（液体から固形成分を取り除く装置）の掃除
燃料タンクのドレン（水分）抜き及び沈殿物等の排除
・過給機（機関出力を高めるために大量の空気を主機に送り込む装置）本体及びフィルターの洗浄
・潤滑油の汚損や劣化を確認する簡易テスト
・主機関各部のボルト・ナットの緩み、漏れ点検

・重油は低質な燃料であるため、
不純物が多く、適切にメンテナン
ス（点検、洗浄及び掃除）をしない
と、機関故障が起こりやすくなる。

・機関部（主機）の修理 １．始動不良-始動空気（空気槽に蓄えられた圧縮空気を使用してエンジンを始動するもの）により、
エンジンが始動しない場合の対応
①空気圧力を確認し、適正圧力に充填する。
②安全装置が作動している場合は、作動確認を行い、原因を除去する。
２．機関の回転が不安定な場合の対応
①燃料ストレーナや燃料管系の詰まり又は漏れがないか確認する。
②燃料管系に空気が進入している場合はプライミング（空気抜き）を行う。
③燃料供給ポンプの不良の場合、点検・整備を行う。
３．出力不足
①燃料制御系統の点検、修理を行う。
②排気温度が高い場合、過負荷となっている場合は負荷を軽減する。運動部分の抵抗が大きく
なっている場合は、主機を開放し、調整修理を行う。

③排気温度が低い場合は、燃料供給が不足していることから、燃料系統の点検を行う。

・機関故障が生じた際、機関部の
修理ができない場合、機関停止が
起こり、気象・海象により転覆等の
危険性が高まる。

・補機のメンテナンス
・修理

１．各種ポンプ（清水ポンプ、海水ポンプ、L.O（潤滑油）ポンプ、燃料ポンプ等）運転状態の点検
２．航行中に発電機が停止した場合
①予備発電機を始動し電源を復旧する。
②手動による再始動操作により必要な機器を復旧する。
③主機の再始動を行う。

・発電機が停止した際、復旧がで
きない場合、船内電源が喪失し、
主機が停止する。

・操業に付随する機器
のメンテナンス

１．冷凍機、製氷機：冷媒量、温度及び圧力の点検、確認
２．巻き上げ機、揚錨機：潤滑油の点検、補給 ３．漁業を行うに必要な電気系統の点検

・操業に影響を与える。

・航海士が機関士の職務を兼務することは、航海中に不具合が起こった場合に、同時に作業（操船と機関部修理）が困難。 ３

・航海中、小型船舶操縦士では、上記作業のうち、「始動（発航）前点検」、「機関性能の計測及び確認」、「燃料・潤滑油の計測及び確認」しかできない
ため、小型船舶操縦士では適切なメンテナンス及び修理の対応が困難。また、航海士も機関士の知識を有しないことから、機関士の配乗が必要



海技士（機関）が有する知識 海技士（機関）の試験科目細目より

内燃機関六級海技士（機関）
1　機関に関する科目（その一）

作動原理
(1) 四サイクルディーゼル機関及び火花点火機関並びにこれらの付属装置の全体の構成及び作動

一　出力装置

ボイラ取付物、給水装置、通風装置、燃焼装置、燃料装置（燃料ポンプ、燃料加熱器及び燃料タンク）

プロペラ装置は、次に掲げるものとする。
プロペラ、プロペラ軸系（プロペラ軸、中間軸、スラスト軸、船尾管、船尾管シール装置及び各軸受）、伝達装置
（歯車減速装置、クラッチ及び逆転クラッチ）

(1) プロペラ装置の運転中の監視

運転及び保守

故障の探知、故障箇所の発見及び損傷の防止

ディーゼル機関付属装置は、次に掲げるものとする。
操縦装置、調速装置、安全装置、消音器、過給装置（排気タービン、圧縮機及び空気冷却器）、燃料加熱器、燃
料タンク、潤滑装置、点火装置、冷却装置

補助ボイラ付属装置は、次に掲げるものとする。

作動原理

二　プロペラ装置

(1) 四サイクルディーゼル機関及び火花点火機関の燃焼不良、摩擦部の発熱及び異常摩耗、各部の異音発
生、ピストンリングの折損、連接棒ボルトの折損、クランク軸の折損、冷却水の不足及び各部の割れの発生に対
する処置及び防止

故障の探知、故障箇所の発見及び損傷の防止

(1) プロペラ装置の全体の構成及び作動

(1) 四サイクルディーゼル機関及び火花点火機関の運転準備、試運転、操縦、運転中の作業、監視、性能評
価及び運転停止

運転及び保守

･プロペラの損傷及び脱落並びにプロペラ軸の折損に対する処置及び防止

(3) プロペラ軸と支面材の隙間計測

(2) 四サイクルディーゼル機関及び火花点火機関の構成部（シリンダ、ピストン、連接棒、クランク軸、各軸受、
始動弁、吸気弁、排気弁、燃料噴射弁、燃料噴射ポンプ、弁駆動装置、気化器及び点火プラグ）の形式及び
作動

(3) 補助ボイラ及びその付属装置全体の構成、形状及び作動の概要

(4) 四サイクル機関と二サイクル機関の相違

(3) プロペラの回転と船側の関係
(2) プロペラ装置の重要構成部の形状及び材質

(2) 補助ボイラ及びその付属装置の損傷、腐食その他の故障及び異常現象についての処置及び防止

(5) 補助ボイラ及びその付属装置の開放、清掃、検査、修理及び復旧の概要

(4) 四サイクルディーゼル機関及び火花点火機関の構成部（シリンダ、ピストン、連結棒、クランク軸、各軸受、
始動弁、吸気弁、排気弁、燃料噴射弁、燃料噴射ポンプ、弁駆動装置、気化器及び点火プラグ）及び付属装
置の開放、清掃、検査、修理及び復旧

(7) 燃料噴射状態の試験

(6) 四サイクルディーゼル機関及び火花点火機関のシリンダの摩耗、ピストリングの摩耗及び隙間、各軸受けの
隙間、上死点隙間、シリンダヘッド付属の諸弁（吸気弁、排気弁及び始動弁）及び燃料噴射ポンプの作動時
期並びに点火プラグの点火時期の計測及び調整

(3) 四サイクルディーゼル機関及び火花点火機関の付属装置の使用法

(2) 補助ボイラの点火、気醸、送気、給水、使用中の作業、監視、性能評価及び休止

(6) ディーゼル機関の熱効率、機械効率、熱勘定及び燃料消費率
(5) ディーゼル機関の圧縮圧、圧縮温度及びシリンダ内の最高圧

(2) プロペラ装置の開放、清掃、検査、修理及び復旧

４

(ｱ)　運輸省告示に示す機関部における航海当直基準に関する事項
(ｲ)　機関日誌
(ｳ)　燃料油及び潤滑油の積込み並びにこれらの船内貯蔵

(ｱ)　船舶による海洋の汚染及び大気の汚染の防止方法
(ｲ)　ビルジ排出装置（油水分離装置、漏油防止装置及びビルジ貯蔵装置を含む。）並びに油及び廃棄
物の処理装置（焼却炉を含む。）の大要及びこれらの使用法

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律及びこれに基づく命令

五　海事法令及び国際条約

(1)　制御装置の使用法、(2)　記録装置及び制御装置の開放、清掃、検査、修理及び復旧

船内作業において災害を防止するために遵守すべき事項

3　執務一般に関する科目

(1)　入渠（又は上架）工事

(4) 荒天作業

一　当直、保安及び機関一般

作業原理

(1) 甲板機械の使用法（性能評価を含む。）、(2) 甲板機械の開放、清掃、検査、修理及び復旧

運転及び保守

(1) 船舶による環境の汚染の防止の方法及び装置

(1) 浸水の予防法、(2) 機関室に浸水する場合の応急処置

二　船舶による環境の汚染の防止

三　損傷制御

四　船内作業の安全

(1) 電気設備の全体の構成及び作動、(2) 電圧、電流、電気抵抗及び電力の相互関係、(3)　電気の導体及び
不導体

運転及び保守

船員法、船舶職員法、海難審判法及び船舶安全法

補機は、次に掲げるものとする。
２　機関に関する科目（その二）

作動原理
一　補機

基礎

二　電気工学、電子工学及び電気設備

基礎

三　自動制御装置

甲板機械の全体の構成及び作動

四　甲板機械

燃料油及び、潤滑油の良否の簡単な識別法

五　燃料及び潤滑材の特性

六　機関に関する基礎的な知識

(2) 海洋環境の汚染の防止のために遵守すべき規則

(3) 機関備品及び消耗品

(2)　次の(ｱ)～(ｳ)を含む当直業務

計測装置は、次に掲げるものとする。  温度計、圧力計、回転計、浮きばかり

甲板機械は、次に掲げるものとする。 ウインドラス、ウインチ

(1) 補機の全体の構成及び作動、(2) 各種ポンプの特徴、(3) 冷媒の性質の大要

操舵(だ)装置、冷凍装置（冷媒を含む。）、油清浄装置、圧縮空気装置、各種ポンプ、船内通信装置、警報装置、
工具、測定器具、配管装置（弁及びコックを含む。）、計測装置

電気設備は、次に掲げるものとする。
直流電動機、同期発電機、誘導電動機、蓄電池、電気照明設備、電熱設備、電圧計、電流計、配電設備

(1) 発電機及び電動機の使用方法、(2) 鉛蓄電池の充電法、放電法、連結法及び電解液の濃度測定

制御装置の構成及び作動

運転及び保守

(1) 補機の使用法（性能評価を含む。）、(2) 補機の開放、清掃、検査、修理及び復旧
運転及び保守

長さ、面積、体積（容積）、質量、密度、力、速度、温度、圧力、仕事及び動力



総トン数20トン以上・長さ24m未満の漁船の海技士（機関）の必要性

船舶は、気象・海象に堪え、安全に航海できる体制が必要

「事故・故障が起きても、海上保安庁に救助依頼すればよい」という考えはあってはならない

そのため、日帰りでも、エンジン故障のおそれが高い船舶は、エンジンのメンテナンスを行い、故障が起きれば、直ちに修理を
行う必要があり、これらの対応が可能な海技士（機関）を配乗する必要がある。

航海中に生じた機関故障を修理し運航を継続した事例

機関士が燃料弁取付け部からのガス漏洩を発見したので、直ちに機関を停止し、燃料弁を取り外し
点検したところ、燃料弁先端部に損傷を発見した。

予備燃料弁と取替え、
主機関を再起動

運転中の発電機の「燃料油・潤滑油ポンプ圧力低下」警報が発生したので、発電機を停止し、燃料
油・潤滑油ポンプを取り外し点検したところ、ポンプ駆動ギアホイールの摩耗を発見した。

同部品を予備と取替え、
復旧

自動運転中の発電機の回転数が、異常に上昇し始めたため，急ぎ手動操作により予備の発電機に
切り替え、ブラックアウト（電源喪失）を防ぎ航海を継続の上、原因を調査し、自動制御装置の電機
部品（リレー）の不良を特定した。

リレーを予備品と交換
し、試運転を行った上、
自動運転に復旧

事例１：主機関燃料弁破損

事例２：ディーゼル発電機関付ポンプ異常

事例３：ディーゼル発電機関周波数異常

船舶が洋上を漂えば、重大な事故につながる

機関が停止し、運航が継続できない状態が継続

５

対 応

対 応

対 応



六級海技士の資格を取得するための取り組み

６

参 考

早期受験資格の取得

短い乗船履歴を受講要件とした六級二種養成施設の新設
年間の操業期間が短く必要な乗船履歴の取得に時間を要する漁船員が
いることから、六級海技士航海及び機関の海技資格取得のための第二種
養成施設への入学資格要件である乗船履歴について、それぞれ３年以上
とするコースを新設する。

効 果

普通科高校や中学校を卒業し
漁船員となっている者が六級
海技士資格を短期に取得でき
る。※現行は乗船履歴が５年以上必要

免許取得方法の多様化

e-ラーニング教材の活用（拡大）
認定航海当直部員を養成するための教材について導入。
今後は、この教材の利用状況及び有効性を確認し、効果が見られる場

合、六級海技士の免状取得のための教材開発に着手する。

漁船の乗組員が乗船中や休暇
中の時間を活用して、より効
果的な受験対策が可能となる。

臨時試験への追加の受験希望者の受入

筆記試験の科目合格の延長 （２年→３年）
遠洋において操業する漁船員は、海技試験を受験する機会が少ないと
いう現状、また、科目ごとに集中して受験勉強ができるという観点から、
海技試験の筆記試験における科目合格の有効期間を２年間から３年間へ
延長する。

海技免許が取得しやすくなる。

漁期の終了時期が不確定な漁業の漁船員は、海技試験の受験が困難な
状況にある。
毎月いずれかの地方運輸局で臨時試験を実施しているため、その情報

を予め漁業関係者へ伝える仕組みを構築する。

漁期の終了時期に左右される
ことなく、受験機会が確保さ
れる。

受験機会の拡大

※二種養成施設とは、乗船履歴を有する者を対象に当該施設を卒業することにより、海技士の試験のうち、筆記試験が免除となるもの



































































Proprietary and Confidential Information - SL2

【機密性2】

近海を操業区域とする中規模の漁船に関する

機関の現状について

平成30年10月23日

ヤンマー株式会社

特機エンジン統括部 品質保証部

資料４ｰ２



【機密性2】20トン以上24メートル未満の漁船の主機の技術の進展と現状①

主機（中速機関）
・機関出力：749kW
・機関回転数：700-800min-1
・使用燃料：Ａ重油

30年前～ 20年前～ 10年前～現状

主な技術の進展

①保守・整備・作業の内容と頻度
（出航前）

始動前点検
・ボルト、ナット緩み有無確認
・潤滑油、冷却水、空気漏れ等確認
・潤滑油量確認
・潤滑油プライミング
・ドレン、エア抜き確認

②保守・整備・作業の内容と
頻度
（航海中）

・計器（圧力計、温度計）の確認
（頻度は機関状況による）

・潤滑油、冷却水、空気漏れ等確認
（毎日）

③保守・整備・作業の内容と頻度
（入港後・停泊中）

毎日/1週間毎/1,3,6ヶ月/1,2,4年毎
の各項目点検を推奨
（詳細は別紙参照）

●

●

●

・遠隔監視による支援
・弁腕注油、過給機潤滑油点検等仕様の変更による省略
・パイプレス、ユニット化による整備工数低減

１



【機密性2】20トン以上24メートル未満の漁船の補機の技術の進展と現状②

補機
・機関出力：200kW
・機関回転数：1200min-1
・使用燃料：Ａ重油

30年前～ 20年前～ 10年前～現状

主な技術の進展

①保守・整備・作業の内容と頻度
（出航前）

始動前点検
・ボルト、ナット緩み有無確認
・潤滑油、冷却水、空気漏れ等確認
・潤滑油量確認
・潤滑油プライミング
・ドレン、エア抜き確認

②保守・整備・作業の内容と頻
度
（航海中）

・計器（圧力計、温度計）の確認
（頻度は機関状況による）

・潤滑油、冷却水、空気漏れ等確認
（毎日）

③保守・整備・作業の内容と頻度
（入港後・停泊中）

毎日/1週間毎/1,3,6ヶ月/1,2,4年毎
の各項目点検を推奨
（詳細は別紙参照）

●

●

●

・遠隔監視による支援

２



【機密性2】

点検・整備項目 点検周期

備考
区分 点検部 作業内容 NO 毎日

1週間
(100-

200時間毎）

1ヶ月
(300-

500時間毎）

3ヶ月
（1000-

1500時間毎）

6ヶ月
（2000-

2500時間毎）

1年
（4000-

5000時間毎）

2年
（8000-

10000時間毎）

5年
（16000-

20000時間毎）

燃
料
油
系

燃料噴射ポンプ

ラック目盛り点検 1 ○☆

噴射時期点検 2 ○☆

ロックナット点検 3 ○☆

主要部品点検 4 ○☆

デフレクタ点検 5 ○☆

燃料噴射弁 噴射圧力、噴霧点検 6 ○☆

燃料フィルタ

ドレンぬき 7 ○☆

ブローオフ 8 ○☆

分解点検 9 ○☆

燃料フィードポンプ
オイルシール漏れ点検 10 ○☆

オイルシール交換 11 ○☆

潤
滑
油
系

潤滑油ポンプ 点検 12 ○☆

潤滑油
油量点検 13 ○☆

性状分析 14 ○☆

潤滑油フィルタ

ドレンぬき 15 ○☆

自動逆洗フィルタ装備の場合は2年毎点検ブローオフ 16 ○☆

分解点検 17 ○☆

潤滑油冷却器 分解点検 18 ○☆

潤滑油温調弁 分解点検 19 ○☆

弁腕注油

油量点検 20 ○

現行機種はシステム油と兼用
フィルタ分解点検 21 ○

潤滑油交換 22 ○

注油ポンプ点検 23 ○

区分 点検部 作業内容 NO 毎日
1週間
(100-

200時間毎）

1ヶ月
(300-

500時間毎）

3ヶ月
（1000-

1500時間毎）

6ヶ月
（2000-

2500時間毎）

1年
（4000-

5000時間毎）

2年
（8000-

10000時間毎）

5年
（16000-

20000時間毎）

ラック目盛り点検 1 ○☆

噴射時期点検 2 ○☆

ロックナット点検 3 ○☆

主要部品点検 4 ○☆

デフレクタ点検 5 ○☆

燃料噴射弁 噴射圧力、噴霧点検 6 ○☆

ドレンぬき 7 ○☆

ブローオフ 8 ○☆

分解点検 9 ○☆

オイルシール漏れ点検 10 ○☆

オイルシール交換 11 ○☆

潤滑油ポンプ 点検 12 ○☆

油量点検 13 ○☆

性状分析 14 ○☆

ドレンぬき 15 ○☆

ブローオフ 16 ○☆

分解点検 17 ○☆

潤滑油冷却器 分解点検 18 ○☆

潤滑油温調弁 分解点検 19 ○☆

油量点検 20 ○

フィルタ分解点検 21 ○

潤滑油交換 22 ○

注油ポンプ点検 23 ○

自動逆洗フィルタ装備の場合は2年毎点検

点検周期

備考

現行機種はシステム油と兼用

点検・整備項目

弁腕注油

燃料噴射ポンプ

燃料フィルタ

燃料フィードポンプ

潤滑油

潤滑油フィルタ

燃

料

油

系

潤

滑

油

系

○：旧機種/☆現行機種

日常保守、定期点検 旧機種、現行機種の違い （主機の例）
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【機密性2】

点検・整備項目 点検周期

備考
区分 点検部 作業内容 NO 毎日

1週間
(100-

200時間毎）

1ヶ月
(300-

500時間毎）

3ヶ月
（1000-

1500時間毎）

6ヶ月
（2000-

2500時間毎）

1年
（4000-

5000時間毎）

2年
（8000-

10000時間毎）

5年
（16000-

20000時間毎）

燃
料
油
系

燃料噴射ポンプ

ラック目盛り点検 1 ○☆

噴射時期点検 2 ○☆

ロックナット点検 3 ○☆

主要部品点検 4 ○☆

デフレクタ点検 5 ○☆

燃料噴射弁 噴射圧力、噴霧点検 6 ○☆

燃料フィルタ

ドレンぬき 7 ○☆

ブローオフ 8 ○☆

分解点検 9 ○☆

燃料フィードポンプ
オイルシール漏れ点検 10 ○☆

オイルシール交換 11 ○☆

潤
滑
油
系

潤滑油ポンプ 点検 12 ○☆

潤滑油
油量点検 13 ○☆

性状分析 14 ○☆

潤滑油フィルタ

ドレンぬき 15 ○☆

自動逆洗フィルタ装備の場合は2年毎点検ブローオフ 16 ○☆

分解点検 17 ○☆

潤滑油冷却器 分解点検 18 ○☆

潤滑油温調弁 分解点検 19 ○☆

弁腕注油

油量点検 20 ○

現行機種はシステム油と兼用
フィルタ分解点検 21 ○

潤滑油交換 22 ○

注油ポンプ点検 23 ○

区分 点検部 作業内容 NO 毎日
1週間
(100-

200時間毎）

1ヶ月
(300-

500時間毎）

3ヶ月
（1000-

1500時間毎）

6ヶ月
（2000-

2500時間毎）

1年
（4000-

5000時間毎）

2年
（8000-

10000時間毎）

5年
（16000-

20000時間毎）

ピストン点検 24 ○☆

ピストンリング、ピストンピン点検 25 ○☆

ピストンピンメタル点検 26 ○☆

クランクピンメタル点検 27 ○☆

ロッドボルト点検 28 ○☆

内径点検 29 ○☆

抜き出し水衣部点検 30 ○☆

ピン外径計測・ジャーナル点検 31 ○☆

デフレクション点検 32 ○☆

分解メタル点検 33 ○☆

主軸ボルト締付点検 34 ○☆

サイドボルト締付点検 35 ☆ 現行機種は吊メタル方式

メカシール漏れ点検 36 ○☆

メカシール交換 37 ○☆

温調弁 点検 38 ○☆

防蝕材 点検 39 ○☆

点検 40 ○☆

作動油交換 41 ○☆

リンク点検 42 ○☆

始動弁、塞止弁、分配弁 点検 43 ○

スタータ 点検 44 ☆

圧力確認 45 ○☆

ドレン抜き 46 ○☆

始動方式による

冷却水ポンプ

点検・整備項目 点検周期

備考

ピストン

シリンダライナ

往

復

運

動

部

主軸受

ク

ラ

ン

ク

コネクティングロッド

クランク軸

調速機

始動空気槽

始

動

空

気

系

冷

却

水

系

調

速

系

○：旧機種/☆現行機種

日常保守、定期点検 旧機種、現行機種の違い （主機の例）
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【機密性2】

点検・整備項目 点検周期

備考
区分 点検部 作業内容 NO 毎日

1週間
(100-

200時間毎）

1ヶ月
(300-

500時間毎）

3ヶ月
（1000-

1500時間毎）

6ヶ月
（2000-

2500時間毎）

1年
（4000-

5000時間毎）

2年
（8000-

10000時間毎）

5年
（16000-

20000時間毎）

燃
料
油
系

燃料噴射ポンプ

ラック目盛り点検 1 ○☆

噴射時期点検 2 ○☆

ロックナット点検 3 ○☆

主要部品点検 4 ○☆

デフレクタ点検 5 ○☆

燃料噴射弁 噴射圧力、噴霧点検 6 ○☆

燃料フィルタ

ドレンぬき 7 ○☆

ブローオフ 8 ○☆

分解点検 9 ○☆

燃料フィードポンプ
オイルシール漏れ点検 10 ○☆

オイルシール交換 11 ○☆

潤
滑
油
系

潤滑油ポンプ 点検 12 ○☆

潤滑油
油量点検 13 ○☆

性状分析 14 ○☆

潤滑油フィルタ

ドレンぬき 15 ○☆

自動逆洗フィルタ装備の場合は2年毎点検ブローオフ 16 ○☆

分解点検 17 ○☆

潤滑油冷却器 分解点検 18 ○☆

潤滑油温調弁 分解点検 19 ○☆

弁腕注油

油量点検 20 ○

現行機種はシステム油と兼用
フィルタ分解点検 21 ○

潤滑油交換 22 ○

注油ポンプ点検 23 ○

区分 点検部 作業内容 NO 毎日
1週間
(100-

200時間毎）

1ヶ月
(300-

500時間毎）

3ヶ月
（1000-

1500時間毎）

6ヶ月
（2000-

2500時間毎）

1年
（4000-

5000時間毎）

2年
（8000-

10000時間毎）

5年
（16000-

20000時間毎）

弁すき調整 47 ○☆

弁ばね点検 48 ○☆

ローテータ点検 49 ○☆

給排気弁すり合わせ 50 ○☆

燃焼室清掃 51 ○☆

ブロア洗浄 52 ○☆

潤滑油交換（水冷過給機） 53 ○ 現行機種は空冷過給機を採用システム油と兼用

エアフィルタ洗浄 54 ○☆

分解点検 55 ○☆

空気冷却器 分解点検 56 ○☆

ローラあたり点検 57 ○☆

タペット、ガイド点検 58 ○☆

カム点検 59 ○☆

ブッシュ点検 60 ○☆

各歯車 バックラッシュ点検 61 ○☆

機関回転計 指度点検 62 ○☆

警報用スイッチ 作動確認 63 ○☆

各種配管 漏れ確認 64 ○☆

点検周期

備考

過給機

給排気タペット

カム軸

点検・整備項目

シリンダヘッド

シ

リ

ン

ダ

ヘ

ッ
ド

給

排

気

系

カ

ム

ギ

ヤ

系

そ

の

他

○：旧機種/☆現行機種

日常保守、定期点検 旧機種、現行機種の違い （主機の例）

５



【機密性2】

区分 作業内容 毎日
1週間

(50時間毎)
1ヶ月

(250時間毎)
2ヶ月

（500時間毎）
2-3ヶ月

（1000時間毎）
5-6ヶ月

（2000時間毎）
1年

（4000時間毎）
2年

（8000時間毎）

燃料フィルタドレン抜き ○☆

燃料フィルタエレメント交換 ○☆

噴射時期点検 ○☆

燃料フィードポンプの点検 ○☆

噴射圧力噴霧状態の点検 ○☆

潤滑油量の点検 ○☆

潤滑油フィルタ交換 ○☆

潤滑油フィルタドレン抜き ○☆

潤滑油冷却器の清掃 ○☆

潤滑油交換 ○☆

冷却水吐出状況の点検 ○☆

防蝕材の点検 ○☆

海水ポンプインペラ点検 ○☆

海水経路の洗浄 ○ ☆

清水温度の点検 ○☆

清水量の点検 ○☆

清水ポンプメカシールの交換 ○☆

清水の交換 ○☆

サーモスタットの点検 ○☆

清水経路の洗浄 ○ ☆

ゴムホース点検 ○☆

燃料油系

潤滑油系

冷却水系

○：旧機種/☆現行機種

日常保守、定期点検 旧機種、現行機種の違い （補機の例）

６



【機密性2】

区分 作業内容 毎日
1週間

(50時間毎)
1ヶ月

(250時間毎)
2ヶ月

（500時間毎）
2-3ヶ月

（1000時間毎）
5-6ヶ月

（2000時間毎）
1年

（4000時間毎）
2年

（8000時間毎）

給排気弁すきま調整 ○☆

給排気のすり合わせ ○☆

ヘッドﾎﾞﾙﾄ増し締め ○ ☆

プレフィルタ洗浄 ○☆

接続部空気、ガス漏れ点検 ○☆

各部締め付け部点検 ○☆

タービン軸回転確認 ○☆

過給機分解点検 ○☆

バッテリ液の液量点検 ○☆

オルタネータVベルト点検 ○☆

ワイヤーハーネスの点検 ○☆

各部ﾎﾞﾙﾄ、ナット点検 ○☆

冷却水、潤滑油、ガス漏れ点検 ○☆

電装品

その他

シリンダヘッド

過給機

○：旧機種/☆現行機種

日常保守、定期点検 旧機種、現行機種の違い （補機の例）

７



【機密性2】

中速ディーゼル機関の変遷

インタークーラ＆過給機

高圧過給機
高出力

低質油対応
低燃費
低騒音

環境対応
低振動
高信頼性
メンテナンス性容易
ユニット化、パイプレス化

ﾗｲﾌ
ｻｲｸﾙﾊﾞﾘｭｰ向上

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

年代

８

参 考



【機密性2】

ディーゼル機関の構造

旧機種
（1980年代）

現行機種
（1990年～）

（中速機関）

参 考

９



【機密性2】

10

参 考

ディーゼル機関の概観

現行機種



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

距岸※100海里未満の日本籍漁船の
海難の状況（過去5年）

平成30年10月23日

海上保安庁 交通部安全対策課

海事局海技課

資料５

※距岸：海難発生場所から本土及び市町村の役場が所在する島の沿岸までの最短距離



漁船の海難の現況について①

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

衝突 ２１５ ２０８ １９２ １８９ １５６

乗揚 ８３ ６５ ６５ ７７ ５６

転覆 ４４ ４９ ６９ ９０ ４２

浸水 ２１ ３３ ３３ ４９ ６１

推進器障害 ２９ ３４ ５１ ３１ ３４

舵障害 ７ ３ ６ ２ １

機関故障 ３９ ３６ ２３ ３６ ２９

火災 ３８ ３２ ２６ ３５ ３９

爆発 ２ １ ０ １ １

行方不明 ２ １ ３ ０ １

運航阻害 ８８ ６５ ７３ ７３ ６２

安全阻害 ３ ５ １ ４ ３

その他 ４４ ２８ ３５ ３３ ３４

計 ６１５ ５６０ ５７７ ６２０ ５１９

過去５年の機関故障隻数（累計）：１６３隻

33.2%

12.0%

10.2%
6.8%

6.2%

0.7%

5.6%

5.9%

0.2%

0.2%

12.5%

0.6% 6.0%

漁船の海難に占める機関故障率

衝突 乗揚 転覆

浸水 推進器障害 舵障害

機関故障 火災 爆発

行方不明 運航阻害 安全阻害

その他

漁船の海難に占める機関故障の現況（過去5年）

１



漁船の海難の現況について②

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

衝突 ９ １０ １５ １６ ８

乗揚 ５ ９ ９ ９ ５

転覆 ０ １ ０ １ ０

浸水 ０ １ ０ ０ ０

推進器障害 ３ ５ ５ １ ７

舵障害 ０ ０ １ ０ ０

機関故障 ２ ６ ０ ７ ２

火災 ７ ３ ５ ３ ５

爆発 ０ ０ ０ １ ０

行方不明 ０ ０ ０ ０ ０

運航阻害 ０ ０ １ ０ ０

安全阻害 ０ ０ ０ ０ ０

その他 １ ０ １ ０ ０

計 ２７ ３５ ３７ ３８ ２７

過去５年の機関故障隻数（累計）：１７隻

35.4%

22.6%1.2%0.6%

12.8%

0.6%

10.4%

14.0%

0.6% 0.6%
1.2%

漁船20トン以上の海難に占める機関故障率

衝突 乗揚 転覆

浸水 推進器障害 舵障害

機関故障 火災 爆発

行方不明 運航阻害 安全阻害

その他

漁船の２０トン以上の海難に占める機関故障の現況（過去5年）

２



漁船の海難の現況について③

漁船の２０トン以上２４メートル未満の海難に占める機関故障の現況（過去5年）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

衝突 １ ０ １ ２ ３

乗揚 １ ０ ０ １ ０

転覆 ０ ０ ０ ０ ０

浸水 ０ １ ０ ０ ０

推進器障害 ０ １ １ ０ ０

舵障害 ０ ０ ０ ０ ０

機関故障 １ ２ ０ ０ １

火災 １ ０ ０ ０ ２

爆発 ０ ０ ０ ０ ０

行方不明 ０ ０ ０ ０ ０

運航阻害 ０ ０ １ ０ ０

安全阻害 ０ ０ ０ ０ ０

その他 ０ ０ ０ ０ ０

計 ４ ４ ３ ３ ６

過去５年の機関故障隻数（累計）：４隻

35.0%

10.0%

5.0%
10.0%

20.0%

15.0%

5.0%

漁船20ﾄﾝ以上24ﾒｰﾄﾙ未満の海難に占める機関故障率

衝突 乗揚 転覆

浸水 推進器障害 舵障害

機関故障 火災 爆発

行方不明 運航阻害 安全阻害

その他

３



漁船の海難の現況について④

過去５年の機関故障隻数（累計）：１６３隻
対象漁船隻数：２４４，５６９隻
割合：０．０７％

過去５年の機関故障隻数（累計）：１７隻
対象漁船隻数：１，０２５隻
割合：１．６６％

※航海士・機関士の乗船

漁船総数：２４４，５６９隻 ※１

漁船：１，０２５隻 ※２

漁船：１３２隻 ※３

過去５年の機関故障隻数（累計）：４隻
対象漁船隻数：１３２隻

割合：

※航海士・機関士の乗船

※１ 水産庁「漁船統計表」より（2016年３月末時点）。漁船法に基づき登録された漁船と、登録義務がない１トン未満の無動力漁船の合計。
※2 （一社）日本海運集会所「船舶明細書」より（2017年6月末時点）。
※３ 平成３０年８月現在水産庁調べ ４

漁船の全数

漁船の２０トン以上の船舶

漁船の２０トン以上２４メートル未満の船舶

対象漁船隻数に占める機関故障隻数（直近５年間）の割合



具体的な機関故障の内容

５

漁船の20トン以上24メートル未満の機関故障内容（過去5年）

番号 距岸 トン数 長さ 漁業 漁業その他 障害箇所 障害箇所その他 故障状況 故障原因

120--50 29 19.66刺し網 軸系 クランクメタル破損 不明

212--20 29 19.5敷網 シリンダ エンジンケーシングの破損 ピストン折損による

312--20 49 22.2底引き 軸系 エアクラッチの焼け付き 経年劣化によるエアクラッチの脱気不十分

412--20 42 21延縄 軸系 船速がでない クラッチ板が磨耗している

【参考】漁船の20トン以上の機関故障内容（過去5年）

番号 距岸 トン数 長さ 漁業 漁業その他 障害箇所 障害箇所その他 故障状況 故障原因

120--50 136 30.25一本釣り 空気系 過給機排気管に亀裂が生じて排気ガス漏出 経年劣化の放置

23--5 160 31.9底引き シリンダ シリンダヘッドからの燃焼ガスの漏洩 ガスケットの劣化による断裂

33--5 120 28.11敷網 さんま棒受網 冷却水系 潤滑油圧力低下 冷却水不足による機関内の熱膨張

412--20 198 35.46敷網 さんま棒受網 軸系 4番、5番のﾒｲﾝﾍﾞｱﾘﾝｸﾞの焼損 エンジンオイルの劣化等によるメタルの焼付

550--100 96 27.82一本釣り その他 潤滑油系 潤滑油漏洩による潤滑油不足 潤滑油系統配管フランジパッキンの劣化

6港内 179 32延縄 軸系 クラッチが後進に入らなかった 不明

720--50 161 31.48一本釣り 冷却水系 オーバーヒートする 排気管にできたピンホール

85--12 166 31.41一本釣り その他 雑用水漉器 雑用水漉器にクラックが発生した。 経年劣化

9港内 149 31.85底引き 電気系 主機関加速度警報装置が誤作動し主機関停止 リレーの故障

10港内 335 53.95まき網 シリンダ 亀裂 ロッカーアームの外れ

1120--50 99 29.85底引き 空気系 異音 過給機のインペラ及び軸の損傷

121海里未満 76 27.11底引き その他 不明 不明 不明

1350--100 119 29.7一本釣り シリンダ No1，6のシリンダーが不稼動 シリンダーノズルの不調



 

近海を操業区域とする中規模の漁船に関する資格制度のあり方に関する検討会 

今後の進め方 

 

 

2018年 10月 23日 第１回検討会 

           ・検討会概要 

・近海を操業区域とする中規模の漁船の現状 

（海技資格制度の概要、漁業種毎の操業実態、漁船の構造

及び機関の現状、海難の現況） 

・今後の進め方 

 

12月    第２回検討会 

           ・実態調査の実施要領案 

 

2019年 3月    第３回検討会 

           ・実態調査の実施内容確定 

  

 （ 2019年 4月 ～ 2020年 3月 実態調査の実施 ） 

 

2020年 5月   第４回検討会 

           ・実態調査の結果報告と評価 

 

2020年夏頃～   第５回検討会～ 

（今後の舶用機器の技術の進展に応じて開催） 

 

資料６ 


